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１．�専門性についての情報開示の現状と
問題意識

　日本におけるコーポレートガバナンス改革は、

コーポレートガバナンス・コードの策定以降、独

立社外取締役の増員や指名・報酬委員会の設置と

いった形式面において着実な歩みをみせてき

た（注１）。しかし、投資家に代表される情報利用

者の視点に立てば、その関心は数や形式の充足に

はなく、持続的な価値創造に向けた意思決定を適

切に行うための実質的な組織運営がなされている

かという点に焦点が移っている。こうした要請へ

の対応として企業はガバナンスに関する開示を強

化しており、中でも各取締役が保有する専門性や

経験を一覧化するスキルマトリックスは、取締役

会の構成を可視化する実務上有効なツールとして

期待され、開示も推奨されるようになった（注２）。

この点に関して、図表１では、独立社外取締役の

専門性に関する開示内容と開示媒体との関係を示

している。そこでは、各媒体において、選出され

るに至った「専門性」とその理由、その背景とな

る「経歴」、「スキルマトリックス」が開示されて

いることが分かる。また、それぞれの内容に関し

ては、媒体間でほとんど共通した内容（実線で表
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　本稿は日欧主要製薬企業を対象に、独立社外取締役の経歴等に基づき属性分類し、開示内容の比較を行った。
欧州は医薬・開発に関わる専門性の比重が高く、内容を具体的に項目化する一方、日本は記述が抽象的で媒体も
分散し、価値創造への寄与を検証しにくいことが明らかになった。分析結果を踏まえ、検証可能性を高めるため
には、重要論点に沿う専門性の明確化と、「ストーリーとファクト」の結合による開示内容の充実を提言する。
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